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得るとされるのは. (ア)第一審集中主義の強化矢(イ)事後審の徹底 37 (ウ)第一審で取り
調べられるべきであったことが明白かどうか吟(エ)裁判員制度の円滑な運用 39. (オ)真実発
見の可能性 40 (カ)事実審としての控訴審の意義及び役割 41 (キ)公判前整理手続との整合




























































刑事部 CCriminalDivision of the Court of Appeal)で取り扱われるべ
そもそも.1907年までは，正式起訴に基づき有罪となった者には基本的に上訴権がなかったが.





















45 John Sprack. A Practical Attroach ωCriminal Procedure (14th ed. 2012) at 470.以下，本項においては.特
に断りのない限り.イギリス法に関する論述はSprackを要約したものである。また.刑事上訴法は上訴全般
に関する規定であるため.差し当たり“Appeal"は「上訴」と訳出する。



































































48 少なくとも 10年以上の経験を有する BarristerまたはSolicitorであり.大法官 (LordChancellor)によって





































































































55 John Sprack. A Practical Approach ωCrimillal Procedure (14'h ed. 2012) at 309. 
56 詳細は本項の射程を超えるため割愛するが.以下の論述においてイギリスにおける陪審制度発達の経緯に関す
る部分は.総越溢弘『裁判員制度と国民の司法参加J(2∞4年.現代人文社)を参照している。
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であったと推察される。この場合.r民主的正当性」とは，国民の持つ常識を反映させるという
よりは，権力者の恋意から同胞を守るということになるであろう 57。しかしながら，いわゆる「誤
判」を防止するための制度としては，陪審員も判断を誤る可能性がある以上，十全とは言えず.
1907年に事実問題に対する上訴が認められたとされる叱
(三)制度趣旨が新証拠の許容範囲に友ぽす影響
以上.非常に簡略ではあるが.裁判員制度.旧陪審制度.イギリスの陪審制度について.大ま
かな趣旨と控訴制度との関係を概観した。制度設計の経緯はそれぞれに異なるものの，注目すべ
き点としては「誤判防止」という観点が存在することである。これは，裁判員制度の導入に際し
でも控訴が制限されなかった理由であり.旧陪審制度及びイギリス陪審制度の趣旨でもある。し
かしながら，制度趣旨及びそれに付随する観点が，控訴審における新証拠の許容範囲に及ぼす影
響は，それぞれに異なる。
裁判員制度の場合は，誤判防止はあくまで制度趣旨ではない。従って，制度趣旨から導かれる
控訴審の態度としては.第一審判決の尊重が主であり，誤判防止は事後審の範囲内で目指すこと
になるであろう。旧陪審制度及びイギリス陪審制度の場合は，誤判防止は権力との対峠を意味す
るように思われる。但し，前者においてはそれは第一審のみで十分達成されるため，控訴は禁止
とされ，後者においては陪審による誤判も考慮して上訴を認める。
従って，裁判員制度においては控訴審の事実認定修正機能がある程度制限されることが理由
で，新証拠の許容範囲も制限される解釈が多いように思われる。しかしながら.イギリス陪審制
度においては，誤判防止のために上訴を許可するからには，事実認定の正確性を担保するために.
新証拠の採用が広範に許容されているのではないだろうか叱
四結論
裁判員制度を前提とした控訴審における.新証拠の許容範囲について，その画定のためには.
現段階では様々な要素が複雑に絡み合っており.端的に基準を示すことは困難である。しかしな
がら，本稿においては，イギリスにおける陪審制度との比較により，いくつかの示唆を得たよう
に思われる。
第一に.第一審に市民裁判官が参加し.その判決を対象とする上訴審においては職業裁判官の
57 もちろん.被告人に対して科されるであろうと予想される刑罰を軽くすることが目的ではなく.不当な扱いを
避けるには裁判官よりも国民に任せた方が.誤判防止を逮成しやすいという趣旨であると推察される。
58 平田元「イギリスにおける刑事陪審と上訴制度一一『内在的疑い(lurkingdoubt) Jを中心に一一」井戸田侃
他編『竹i畢哲夫先生古稀祝賀記念論文集誤判の防止と救済J(現代人文社. 1998年)459頁。
59 高回目白正『刑事訴訟の構造と救済J(成文堂. 1994年)135頁以下は.被告人の救済がイギリス刑事上訴の基
本理念であるとし.平田・前掲注58.455頁以下は，新証拠を加味した上訴裁判所の判断は，陪審評決を凌駕
するとする。
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みで審理を行うという，審級構造の類似である。また.日本における「従来の控訴審での新証拠
の採用に関する運用」と イギリスにおける「控訴院における新証拠の取り扱いに関する制度設
計Jには.一定の類似性が認められる。従って 日本における従来の議論に裁判員制度に由来す
る観点が追加されでも，イギリスにおける議論は既にその範囲をある程度網羅していると推察さ
れる。その上で，なおイギリス法は新証拠の取調べを広範に許容しているのである。
第二に.第一審に市民裁判官が参加することの制度趣旨ヒ控訴審における新証拠の許容範囲
の関係である。日本においては.裁判員制度の目的を達成するために第一審集中主義が強化され
るものと考え得るが.それにもかかわらず誤判防止のために控訴を制限しないという方針によ
り.事後審の徹底が提案されている。一方で.イギリスにおいては，制度趣旨に含まれる誤判防
止に関しては，裁判官による恐意的な判断が生じる可能性にとどまらず，陪審の誤判も想定し.
その修正を上訴によって可能にするために，新証拠の採用を広範に認める。控訴院における事実
認定の修正が，市民裁判官が下した判決を凌駕するものと解すれば.現在の日本における「続審
化」状態に近い。
従って.誤判防止のために控訴を制限しないのであれば差し当たり新証拠の許容範囲につい
ては.従来の議論の延長線上で考察することが可能であるように思われる。あくまで事実認定修
正機能を引き続き控訴審が担うべきであるというのであれば，そのための資料は十全であること
が望ましい。逆に，今後は第一審が担っていくのであれば.証拠は第一審に提出されたものに絞
られるべきか，差麗し判断のために新証拠を採用すべきか等が検討されなくてはならないであろ
つ。
今後の課題としては.許容範囲確定基準の考察である。この点については.前述のように様々
な学説が展開されている。事後審の徹底を推し進めるために 控訴審構造論と関連づけて範囲を
確定する説を採用したとしても，事後審の内容自体も現段階では暖昧であり.基準としての相当
性には疑問がある。そこで.今後.裁判員裁判を前提とした控訴審における新証拠の許容範囲を
考察する際には.控訴を制限しない理由であるところの「誤判の防止Jという観点から.I上訴
制度の目的」と「第一審裁判の尊重」との関係を研究する必要があるように思われる。具体的に
は，事実認定修正機能の配置に関する考察である。
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